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研究成果の概要（和文）：全国から無作為抽出された65歳以上の高齢者の訪問面接調査のデータを用いて、
Friedらの基準によるfrailty（フレイル）の出現率を算出した結果、フレイル8.7%、プレフレイル40.8%、健常
50.5%であった。フレイルの割合は、女性、高齢、社会経済的地位が低いほど高かった。また、5年後の健康アウ
トカムのいずれの指標でも、健常に比べてフレイル、プレフレイルであるほどリスクが高く、フレイル基準の妥
当性が示された。さらに、5年間のフレイル状況の変化の分析から、社会活動への参加や人生への肯定的態度
は、性別により効果的な活動の種類や頻度は異なるものの、フレイル状況の悪化を防ぐ可能性が示された。

研究成果の概要（英文）：Prevalence of frailty based on Fried and colleagues’ criteria was shown 
using home-visit interview data for a nationwide probability sample of older Japanese aged 65 and 
over: 8.7% “frail”, 40.8% “prefrail”, and 50.5% “robust”. Women, people with older age, and 
those with lower socioeconomic status had higher proportion of frailty than their counterparts. 
Compared to being robust, being frail and prefrail showed a higher risk for all adverse health 
outcomes five years later, which suggests the validity of the frailty criteria used. Moreover, 
analyses on the five-year transition in frailty status showed that participation in social 
activities and positive attitudes toward one’s life could prevent older people from worsening 
frailty status, although effective types of activities and their frequency may vary by gender.  

研究分野： 老年学、公衆衛生学、疫学

キーワード： フレイル　全国高齢者代表標本　縦断研究　格差

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、全国代表標本データを用い、日本人高齢者のフレイルの分布と5年間の変化の実態を初めて明らかに
した点で意義が大きい。本研究の知見が、今後の我が国のフレイル対策の基礎資料として活用されることが期待
できる。また、日本では、握力や歩行などのパフォーマンスに基づく身体機能の測定は、これまで会場招聘型の
調査において把握されてきたが、訪問面接調査による本研究の手法は、自力で会場に来るのが困難な高齢者など
より幅広い高齢者を対象としたフレイルの実態把握に役立つことが期待される。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
Frailty（以下、フレイル）は、「高齢期に様々な要因が関与して生じ、身体の多領域にわたる

生理的予備力の低下によってストレスに対する脆弱性が増大し、負の健康アウトカム（日常生活
動作障害、入院・入所、死亡など）を起こしやすい状態」と理解されており、フレイルな状態に
ある人は、介護予防のターゲットとしての重要性が認識されてきた。日本では、特定の地域の高
齢者におけるフレイルは研究されてきたが、全国から無作為抽出された高齢者を対象とした研
究は未だない。研究によるフレイル基準の違いから、国内の地域間の比較が困難であり、海外で
実施されている全国高齢者代表標本での結果との比較を通して、日本の高齢者のフレイルの特
徴を明らかにすることにも限界があった。 
 

２．研究の目的 
全国高齢者代表標本の縦断研究（略称 JAHEAD）を継承・発展させ、 Fried らの基準に準拠し

て操作的に定義したフレイル基準の妥当性を検証した上で、基本属性や地域特性別のフレイル
出現率、フレイルの予測要因やフレイルによる負の健康アウトカムへの効果の緩衝要因等を明
らかにすること目的とした。 
 

３．研究の方法 
(1)データ 
JAHEAD は、1987 年に全国から層化二段無作為抽出された 60歳以上の男女を対象に開始され、

その後新しい対象者を追加しながら 2012 年までに計 8回の調査を行い、本計画内では、2017 年
に第 9回調査を実施した。いずれも訪問面接調査による。 
 本研究では、「体力・身体測定」が導入された 2012 年（第 8回）調査と 2017 年（第 9回）調
査のデータを用いた。2012 年調査の対象者は、1999 年（第 5回）までに全国から無作為抽出さ
れ調査に参加した 76歳以上（2012 年当時）の継続対象者 1,903 人と、新たに無作為抽出された
60-92 歳の新規対象者 2,461 人であり（いずれも死亡・施設入所が判明した人を除く）、それぞ
れ 1,218 人（64％）、1,324 人（54％）の計 2,542 人より回答を得た（代行回答を除く）。面接調
査では、心身の健康、社会関係・活動、生活習慣、経済状態など多岐にわたって質問しており、
対象者本人が面接調査に回答した場合には、握力、2.5m 通常歩行、身長・体重計測の 4 項目か
らなる「体力・身体測定」への協力も依頼した。体力・身体測定については、全国標本を用いて
訪問調査での測定を実施している、米国の Health and Retirement Study における手法を参考
にした。 
2017 年調査は、2012 年（第 8回）調査までに 1回以上調査に協力した人を対象に実施し、本

人回答は 1,495（死亡・施設入所を除く回収率：66％）、家族等による代行回答は 253（11％）で
あった。欠票の場合は回答不能の理由（施設入所等）についても記録した。死亡は住民票（除票）
の確認を原則とし、確認できなかった場合は家族等の情報を用いた。 
 分析においては、他のフレイル研究との比較可能性と体力・身体測定データの利用可能性の観
点から、2012 年調査の回答者のうち、60-64 歳の人と代行回答者は除外し、65 歳以上の 2,206 人
を分析対象とした。また、継続対象者と新規対象者の合同標本は高齢に偏りがあることから、
2010 年の国勢調査における一般世帯の性・年齢分布に近似させるためのウェイト補正を行った。 
 
(2)フレイルの判断基準 
 フレイルは、国内外の研究で広く用いられている Fried et al.（2001）による 5つの特徴に
よる定義に準拠し、基準値の設定については Bandeen-Roche et al.（2015）も参考にした（表
1）。集団内の相対的位置による握力・歩行測度の基準値は 2012 年調査の 65 歳以上の結果に基づ
き設定し、2017 年調査におけるフレイルの判断も同じ基準を用いた。「からだの縮み」について
は、一般的には体重減少が用いられるが、2012 年調査には項目がなく BMI のやせの基準で代替
した（8.3％が該当）。先行研究と同様に、5つの基準のうち、3個以上該当する場合をフレイル、
1-2 個の場合はプレフレイル、該当しない場合を健常とした。 
 
表 1 フレイルの判断に用いた基準 

特徴 基準 
からだの縮み shrinking BMI < 18.5   
弱々しさ weakness 性×BMI（18.5 未満、18.5-25 未満、25 以上）の 6 グループに分

け、属するグループで最大握力が下位 20％未満 
疲れやすさ poor 
endurance and energy 

CES-D の該当 2項目（普段なら何でもないことをするのがおっくう
だった；何をするにもなかなかやる気がおこらなかった）のいずれ
かで、「ときどきあった」または「たいていそうだった」と回答 

動作の緩慢さ slowness 性別×身長（高・低）の 4グループに分け、各グループで通常歩行
速度（3回の平均）が下位 20％未満 

活動の少なさ  
low activity 

「体操、運動」「散歩あるいはかなりの距離（1km 以上）を歩く」
の両方に対し、「ほとんどしない」「全くしない」と回答 

該当する特徴が 3個以上=フレイル、1-2 個=プレフレイル、0個=健常 



４．研究成果 
 
(1) 全国代表標本を用いた日本人高齢者のフレイルの分布推計と健康アウトカムとの関連 
①目的 
フレイルに関する研究は近年盛んに行われているものの、日本人高齢者における全国分布は

未だ明らかでない。本研究では、全国代表標本のデータを用い、日本人高齢者のフレイルの分布
の推計を行い、フレイルと健康アウトカム（死亡、入院・入所、基本的日常生活動作（BADL）障
害）との関連を検討した。 
 
②方法 
2012 年調査に対象者本人が回答した 2,206 人について、全体および基本属性別のフレイル割

合を算出した。健康アウトカムは次のように測定し、2012 年のフレイルとの関連を調べた。死
亡は、2017 年までの 5 年死亡との関連を Cox 比例ハザードモデルにて、入院・入所中か否か、
および BADL 障害の有無は、2017 年時点での発生との関連をロジスティック回帰分析にて検討し
た。なお、社会人口学的変数、健康行動、健康状態を共変量として調整した。 
 
③結果 
65 歳以上全体では、フレイル 8.7％、プレフレイル 40.8％、健常 50.5％であった。フレイル

は女性で多く、男女共に高齢であるほど割合が高かった（表 2）。また、社会的経済状態（教育
歴、世帯所得）が低いほど、フレイルの割合が高かった。 
居住地方によっても、フレイルの割合には違いが見られた。九州・沖縄地方で最も高く北海道・

東北地方で最も低かった（図 1 参照；割合は性年齢調整割合；尤度比検定にて p=0.098）。 
健康アウトカムとの関連では、死亡、入院・入所、BADL 障害のいずれにおいても、健常に比

べ、フレイル、プレフレイルであるほどリスクが高かった（表 3）。 
 

  
表 2 年齢階級別、性別、教育歴別のフレイル割合（％） 

 
年齢階級 

全体 性別 教育歴別 
フレイル プレ 

フレイル 
健常 男性 女性 12 年 

以上 
12 年 
未満 

65-69 歳 2.3 34.4 63.3 2.1 2.5 1.7 3.8 
70-74 歳 4.2 34.1 61.6 4.6 3.9 5.2 2.3 
75-79 歳 7.1 44.1 48.8 6.5 7.7 4.0 9.8 
80-84 歳 15.3 51.6 33.1 16.5 14.5 14.3 15.7 
85-89 歳 24.7 56.2 19.1 22.1 25.8 17.9 26.0 
90 歳以上 42.5 44.7 12.8 38.0 44.5 31.9 43.7 

合計 8.7 40.8 50.5 7.4 9.6 4.6 13.0 
注）ウェイト補正あり。性別と教育歴別は、「フレイル」のみの割合（％）。 
 

 
図 1 居住地方別での性年齢調整したフレイル割合 

 

 

 



 

表 3 フレイルと総死亡、入院・入所、BADL 障害との関連 

 
 
④考察 
健康アウトカムとの有意な関連は、本研究で用いたフレイル基準の妥当性を示している。 
アメリカやヨーロッパ諸国での同様の研究と比較すると、フレイルの割合は低かった。例えば、

Bandeen-Roche et al. (2015）のアメリカでの研究では 15.3%、Santos-Eggimann et al.（2009）
のヨーロッパ 10 カ国での研究では 17.0%であった。また、韓国、中国、台湾などのアジア諸国
での研究成果（例：Lee et al.（2014）、Wu et al.（2017）、Chen et al.（2010））と比較して
も、年齢別でのフレイル割合は本研究における日本人高齢者の方が低かった。フレイルが健康ア
ウトカムにネガティブな影響を与える潜在マーカーであることを踏まえると、フレイルの少な
さが日本人の長寿に寄与している可能性も考えられる。 
本研究は、全国代表標本データを用い、日本人高齢者のフレイルの分布を初めて明らかにした

点で意義が大きい。本研究の知見が、今後の我が国のフレイル対策の基礎資料として活用される
ことが期待できる。 
 
 
(2)フレイルの 5年間の変化と変化の社会・心理的要因 
①目的 
フレイルについては、医学的要因に着目した研究が多く行われてきたが、社会・心理的要因の

検討は十分ではなく、全国代表標本を対象に変化をみた研究もなかった。本研究ではフレイル状
況の 5年間の変化の実態を明らかにするとともに、どのような社会・心理的要因がフレイル状況
の悪化を防ぐのかを検討した。 
 
②方法 
 2012 年調査の 65歳以上の本人回答者 2,206 人について、2012 年調査および 2017 年調査のデ
ータを使用した。フレイルの判定基準は前述（3-(2)）の通りである。 
分析 1 のフレイル状況の変化において、2017 年調査に本人から回答を得られなかった対象に

ついては、代行調査や欠票理由等に基づき、無回答理由を「入院・入所、要介護」「死亡」「その
他」に分け、フレイル 3区分と合わせて 2017 年のフレイル状況とした。 
 分析 2 のフレイル状況の変化の要因分析については、2 時点間のフレイル状況の変化を「維
持・改善」「悪化」（「入院・入所、要介護」を含む）「死亡」の 3群に分けた。「その他」の理由
（調査拒否など）により 2017 年調査に回答しなかった対象者は分析 2からは除外した。その上
で、2012 年のベースライン時に a)「フレイル」だった対象（n=150）については、「維持・改善」
と「悪化・死亡」の 2群でのロジスティック回帰分析、b)プレフレイルまたは健常だった対象者
（n=1,670）は、「悪化」「死亡」のそれぞれを「維持・改善」と比較する多項ロジスティック回
帰分析を実施した。 
説明変数となる社会・心理的要因は、ベースライン時の 1)就労、2)子どもとの交流、3）友人

等との交流、4)グループ参加、5)趣味・稽古事、6)人生満足度（LSI-A）とした。2）から 5）に
ついては、交流・活動頻度が「月 1回未満/なし」を基準カテゴリとした。また、社会・心理的
要因の効果は性別により異なる可能性があることから、主効果のみのモデルに加えて、性別と社
会・心理的要因それぞれとの交互作用項を含めたモデルも検討した。共変量としては、人口学的
（性、年齢、配偶者、居住地の人口規模）、社会経済学的（教育年数、年収、預貯金額）、健康関
連（ADL/IADL、慢性疾患、認知機能障害、飲酒、喫煙）の諸変数、および b)では 2012 年のフレ
イル状況（プレフレイル=1、健常=0）を投入した。 

H R (95%  C I) H R (95%  C I) H R (95%  C I)

健常 1.00 1.00 1.00

プレフレイル 1.69 (1.26-2.27) 2.10 (1.25-3.52) 2.27 (1.55-3.34)

フレイル 2.25 (1.54-3.30) 4.22 (2.10-8.47) 5.68 (2.69-11.99)

C I：信頼区間．H R：ハザード比．

総死亡にはコックス比例ハザードモデルを、入院・入所、基本的日常生活動作障害には二項ロ

ジスティック回帰分析を用いた．

ベースライン時の性別、年齢、婚姻状況、独居、就労状況、教育歴、世帯収入、喫煙状況、飲

酒状況、主観的健康感、高血圧、心疾患、脳血管疾患、糖尿病、がん、呼吸器系疾患、関節

炎、基本的日常生活動作障害を調整．

総死亡 入院・入所
基本的日常生活動作

障害



③結果 
分析 1：フレイル状況の 5年間の変化 
 図 2 より、2012 年に「フレイル」だった人では、「死亡」や「入院・入所、要介護」などの理
由により 2017 年調査への回答を得られなかった人が 7割以上を占め、調査に回答しかつ「フレ
イル」にとどまった人は 13.7％、「プレフレイル」に改善した人は 10.3％であった（「健常」は
0％）。「プレフレイル」だった場合、「フレイル」へ移行した人は 7.5％、「入院・入所・要介護」
11.8％、「死亡」15.2％と、悪化・死亡への変化の割合が高いものの、「健常」へと改善した人も
13.7％いた。一方、「健常」だった人の 26.6％は「プレフレイル」に移行した。ただし、「プレフ
レイル」「健常」のどちらも、5年後にも同じ状態を維持している人が最も多かった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
            ※かっこ内の数値は 2017 年の本人回答者中の割合 
 

図 2 2012 年のフレイル状況別にみた 2017 年の状況 
 

 
分析 2：フレイル状況の変化の要因 
a）2012 年時にフレイルだった人ついては、性、年齢、健康関連変数を調整した上で、就労を

除く社会・心理的変数を 1つずつ投入したが、「悪化・死亡」を説明する有意な変数はなかった。
b)プレフレイルまたは健常だった人については、就労、趣味・稽古事への参加、人生満足度の高
さが、「維持・改善」に対する「悪化」のリスクを低くしていた。ただし、趣味・稽古事の頻度
については性別との交互作用が有意であり、男性では「週 1 回以上」(exp(B)=0.45,95%信頼区
間:0.29-0.71)、女性では「月 1回以上週 1回未満」の参加(0.44,0.27-0.71)が悪化を防いでい
た。友人等との交流は女性のみで週 1 回以上の交流が悪化のリスクを低める傾向が見られた
（0.60,0.41-0.88）。「死亡」への移行リスクは、子どもとの交流が月 1回未満の人、男性では非
就労者で高かった。 
 
④考察 
社会活動への参加や人生への肯定的態度は、フレイル状況の悪化を防ぐ可能性が示された。た

だし、効果的な活動の種類や活動頻度については、男女で異なる点もあった。本研究の限界とし
て、「フレイル」の該当者が少なかったことや、追跡期間が 5年と長く、死亡脱落が多かったこ
とから「フレイル」から改善した人の特徴について十分な検討ができなかった。また、フレイル
変化の要因には、性別だけでなく年齢による違いもある可能性が考えられる。 
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